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１
 
返還金回収状況

 
１

　　　　（注）　１　要返還額とは、当該年度中に返還すべき額で、返還期日到来分のみ。

　　　　　　　　２　要返還額及び返還額には、繰上返還額を含まない。

　　　　　　　　３　繰上返還額とは、返還期日未到来の割賦金のうち、返還された額。

（単位：百万円）

平成10年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

要 返 還 額 136,919 257,545 285,452 317,486 355,762 398,331

返 還 額 110,176 201,319 224,039 251,452 283,433 318,615

返 還 率 80.5% 78.2% 78.5% 79.2% 79.7% 80.0%

78.8% 74.7% 74.5% 74.9% 75.2% 75.4%

　　　　第二種奨学金 88.6% 85.3% 85.5% 85.7% 85.6% 85.2%

未 返 還 額 26,743 56,225 61,413 66,035 72,329 79,716

繰 上 返 還 額 34,196 63,477 64,396 69,178 73,268 82,345

（Ｂ/Ａ）

（Ａ－Ｂ）

区　　　　分

（Ａ）

（Ｂ）

　　　　第一種奨学金
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２
 
返還金回収状況

 
２

（単位：億円）

要返還額 返還額 返還率 要返還額 返還額 返還率 要返還額 返還額 返還率 要返還額 返還額 返還率 要返還額 返還額 返還率

当年度
期日到来分

1,340 1,245 92.9% 1,395 1,301 93.2% 1,464 1,371 93.6% 1,549 1,458 94.1% 1,636 1,546 94.5%

延滞分 395 52 13.1% 420 51 12.1% 441 55 12.6% 468 58 12.4% 490 57 11.7%

小計 1,735 1,296 74.7% 1,815 1,351 74.5% 1,906 1,427 74.9% 2,016 1,516 75.2% 2,126 1,603 75.4%

繰上分 - 304 - - 281 - - 280 - - 261 - - 257 -

合計 1,735 1,600 - 1,815 1,632 - 1,906 1,706 - 2,016 1,777 - 2,126 1,860 -

当年度
期日到来分

748 698 93.2% 927 866 93.5% 1,132 1,061 93.7% 1,369 1,286 93.9% 1,646 1,543 93.8%

延滞分 93 19 20.8% 113 23 20.1% 137 27 19.7% 172 33 19.1% 212 40 18.8%

小計 841 717 85.3% 1,039 889 85.5% 1,269 1,088 85.7% 1,541 1,319 85.6% 1,858 1,583 85.2%

繰上分 - 331 - - 363 - - 412 - - 472 - - 567 -

合計 841 1,048 - 1,039 1,252 - 1,269 1,500 - 1,541 1,790 - 1,858 2,150 -

当年度
期日到来分

2,088 1,942 93.0% 2,322 2,167 93.3% 2,596 2,432 93.7% 2,918 2,744 94.0% 3,282 3,089 94.1%

延滞分 487 71 14.6% 533 74 13.8% 578 82 14.2% 640 91 14.2% 702 97 13.9%

小計 2,575 2,013 78.2% 2,855 2,240 78.5% 3,175 2,515 79.2% 3,558 2,834 79.7% 3,983 3,186 80.0%

繰上分 - 635 - - 644 - - 692 - - 733 - - 823 -

合計 2,575 2,648 - 2,855 2,884 - 3,175 3,206 - 3,558 3,567 - 3,983 4,010 -

（注）　金額は四捨五入しているため、計欄の計数は、集計した計数と必ずしも一致しない。

合
　
　
計

平成20年度末 平成21年度末
区　　分

第
一
種
奨
学
金

第
二
種
奨
学
金

平成19年度末平成18年度末平成17年度末
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３
 
学種別延滞率（人員）

14.9 15.0 14.6 14.1 14.0

26.5 27.2 27.2 27.5 28.6

11.0 10.9 10.7 10.3 10.3

6.4 6.4 6.2 5.8 5.9

11.6 11.2 11.1 10.4 10.4

14.9 14.6 13.6 13.1 12.9

11.9 11.8 11.4 11.0 11.4

4.4 6.3 5.2 6.2 7.7

11.7 11.5 11.1 10.7 11.0

6.6 6.4 6.4 6.0 6.4

15.2 14.8 14.2 13.8 14.3

13.9 13.7 13.3 12.7 12.8
延滞者数

延滞者数＋無延滞者数

（単位：％）

区　        　分 平成17年度末現在 平成18年度末現在 平成19年度末現在 平成20年度末現在 平成21年度末現在

第 一 種 奨 学 金

高 等 学 校 等

大 学

大 学 院

高 等 専 門 学 校

専 修 学 校
（ 専 門 課 程 ）

第 二 種 奨 学 金

高 等 専 門 学 校

（注） 　延滞率　＝ 　×　100（％）　で延人員に対するものである。

大 学

大 学 院
専 修 学 校
（ 専 門 課 程 ）

計
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４
 
新規返還者の初年度末返還率

（注）　第２期中期計画目標値

　・９５％以上

（単位：％）

区　　　　　　　分 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

94.5 94.3 95.8 97.6 97.5

93.4 93.4 94.0 95.7 95.2

93.8 93.7 94.7 96.3 96.0

第一種奨学金

第二種奨学金

合　　　　　　計
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５
 
リレー口座加入率

（注）　第２期中期計画目標値

　・新規返還開始者　95％以上

　・総合　80％以上

（単位：％）

区　　　　　　　　分 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

95.4 95.3 96.2 99.7 100.0

81.6 84.3 86.5 89.9 93.0

新規返還開始者

総　　　　合
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６
 
３月以上延滞債権の状況

(注）　１　第１期中期計画目標値（要返還債権に対する３月以上延滞債権の割合）

　　　　　・第一種　8.0％以下
　　　　　・第二種　8.5％以下
　　　　２　合計は、四捨五入の関係で一致しない場合がある

(第一種) (単位：百万円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

年度末要返還債権（a） 1,400,699 1,445,224 1,527,592 1,565,710 1,614,611

期末貸与金残高（b） 2,188,232 2,257,376 2,307,329 2,348,975 2,380,735

年度末3月以上延滞債権（c） 110,401 113,738 113,880 112,529 114,285

c/a 7.9% 7.9% 7.5% 7.2% 7.1%

c/b 5.0% 5.0% 4.9% 4.8% 4.8%

(第二種) (単位：百万円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

年度末要返還債権（a） 1,126,779 1,405,026 1,707,806 2,048,837 2,399,310

期末貸与金残高（b） 2,063,593 2,466,898 2,893,661 3,358,211 3,852,923

年度末3月以上延滞債権（c） 76,008 93,654 111,375 126,024 148,594

c/a 6.7% 6.7% 6.5% 6.2% 6.2%

c/b 3.7% 3.8% 3.8% 3.8% 3.9%

(総合) (単位：百万円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

年度末要返還債権（a） 2,527,478 2,850,250 3,235,399 3,614,547 4,013,921

期末貸与金残高（b） 4,251,825 4,724,274 5,200,989 5,707,186 6,233,659

年度末3月以上延滞債権（c） 186,409 207,392 225,255 238,553 262,879

c/a 7.4% 7.3% 7.0% 6.6% 6.5%

c/b 4.4% 4.4% 4.3% 4.2% 4.2%
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７
 
総貸付金残高に占める３月以上延滞債権額

47 ,243 億円

62 ,3 37 億円

1 ,864 2 ,0 74 2 ,2 53 2 ,3 86 2 ,6 29

52 ,0 10 億円

57 ,072 億円

42 ,5 18 億円

4 .4 4 .4 4 .3 4 .2 4 .2

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

17 18 19 20 21 (年度）

（億円）
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3
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8
(%)

総貸付金残高

3月以上延滞債権額

総貸付金残高に占める3月以上延滞債権額の割合
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８
 
返還猶予願の理由

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

病気中 5,272 6,524 7,484 7,387 7,061

災害 576 203 178 55 15

留学中 373 288 162 247 153

入学準備 2,615 2,455 2,500 1,548 852

生活保護 771 890 1,016 1,042 1,475

経済困難･失業中等 41,005 47,654 51,510 48,580 57,996

合計 50,612 58,014 62,850 58,859 67,552

（件数）
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９
 
返還できない事情

区  分

調査対象

発送件数 67,243 件
有効回答数 7,250 件 6,517 件 3,553 件
有効回答率 6.8% 5.9% 5.3%

％ ％ ％

本人の低所得 40.8 39.6 49.1
親の経済困難 37.3 36.4 34.1
滞納額の増加 22.0 21.9 22.1
本人の失業・無職 19.8 20.8 20.3
本人の借入金の返済 23.8 21.5 19.4
本人の病気療養 11.7 10.3 8.6
家族の病気療養 11.9 11.5 7.3
配偶者の経済困難 6.0 6.3 5.6
猶予申請中 3.0 2.7 4.5
生活保護受給 1.9 2.3 3.4
本人の在学･留学 3.3 1.6 1.2
災害 0.7 0.5 0.0
その他 6.9 12.7 6.7

注1:延滞6月以上の返還者の延滞理由の割合である。
注2:複数回答のため合計は100％にならない。

調査時点(平成22年3月)に
おいて延滞６月以上の者

106,141 件 111,399 件

調査時点(平成19年12月)に
おいて延滞６月以上の者

調査時点(平成20年12月)に
おいて延滞６月以上の者

平成19年度 平成20年度 平成21年度
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１０
 
機関保証加入者数・割合

機関保証選択数
(件）　・・・　Ａ

加入対象新規採用数
(件）　・・・　Ｂ Ａ／Ｂ （％）

機関保証選択数
(件）　・・・　Ａ

加入対象新規採用数
(件）　・・・　Ｂ Ａ／Ｂ （％）

機関保証選択数
(件）　・・・　Ａ

加入対象新規採用数
(件）　・・・　Ｂ Ａ／Ｂ （％）

件 件 ％ 件 件 ％ 件 件 ％

平成17年度 17,554 114,549 15.3% 42,778 233,558 18.3% 60,332 348,107 17.3%

平成18年度 28,161 112,040 25.1% 76,580 251,003 30.5% 104,741 363,043 28.9%

平成19年度 36,305 123,128 29.5% 101,571 269,278 37.7% 137,876 392,406 35.1%

平成20年度 35,826 110,432 32.4% 121,690 306,708 39.7% 157,516 417,140 37.8%

平成21年度 43,770 128,249 34.1% 129,983 312,014 41.7% 173,753 440,263 39.5%

合　　計

区　分

第一種奨学金 第ニ種奨学金
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１１
 
代位弁済状況

件　数 件　数 件　数

件 件 件

平成17年度 1 2 3

平成18年度 4 7 11

平成19年度 3 21 24

平成20年度 49 219 268

平成21年度 397 1,532 1,929

区　分
第一種奨学金 第ニ種奨学金 合　　計

金　額 金　額 金　額

千円

609

1,637

1,903

2,119

7,455

37,907

千円 千円

1,510

5,818

36,004

305,607 349,470

3,131,958

43,863

468,208 2,663,750
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１２
 
中期計画・財投分科会での目標値

中期計画の主な目標値（回収強化）について

１．回収率を中期目標期間中に８２％以上を目指す

○

 

19年度末の3月以上延滞債権2,253億円を23年度まで半減

２．大学・大学院等の19年度末の３月以上の延滞額を３年で半

 減する事を目指す。（前年度比１５％以上の削減に努める）

財政制度等審議会（財投分科会）を受けての目標値の設定
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１３
 
回収率８２％（中期目標）のシミュレーション

7 9 .1 % 7 9 . 1 % 7 9 .2 %
7 9 .5 %

7 9 . 9 %
8 0 .1 %

7 7 .9 %
7 8 . 2 %

7 8 .5 %

7 9 . 2 %

8 0 . 1 %

8 0 .7 %

8 1 .3 %

8 1 . 7 %

8 2 .1 %

7 9 .7 %

72.0%

73.0%

74.0%

75.0%

76.0%

77.0%

78.0%

79.0%

80.0%

81.0%

82.0%

83.0%

84.0%

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

当初計画
回収強化後

日本学生支援機構の次期中期計画における奨学金の総回収率の改善について

 第一期中期計画
　◆年間で0.28%以上向上

 第ニ期中期計画
　◆年平均0.5％以上の向上を目指す

1.0ポイント改善

1.5ポイント改善

1.8ポイント改善

1.8ポイント改善

2.0ポイント改善★Ｈ21実績 = 80.0%

★

0.6ポイント改善

　　　◆早期における督促の集中的実施　：　延滞１～３月の者に督促を実施（一部民間委託）

　　　◆債権回収業者（サービサー）による回収の促進：初期延滞者（新規延滞４～８月）は全員実施

　　　◆法的措置の強化：延滞９月以上になった者は全員実施

　　　◆住所不明者に対する調査の徹底

　　　◆コールセンターの設置・運営 : コールセンター設置・一般問合せ（一次受け）の民間委託

　　　◆個人信用情報機関の活用 ： 制度周知・同意書徴収
　　　◆返還猶予制度の周知 ： 媒体の充実等による周知の徹底

　　　◆リレー口座への加入促進(12月に早期化)          　　　　　　　◆延滞率の高い学校名の公表

回収強化のための対策

延滞債権増加抑制のための対策

貸与時の取り扱い 学校との連携等

平成21年度以降の回収促進策
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１４
 
平成２１年度の延滞年数別回収状況

21年度
期首状態 無延滞分 延滞1年未満 延滞2年未満 延滞3年未満 延滞4年未満 延滞5年未満 延滞5年以上8年未満 延滞8年以上

未
回
収
額

回

収

額

２０．０％

８０．０％

◆　延滞者の改善状
況が進まない学校名
の公表検討
◆　返還誓約書の提
出時期の早期化準備
◆　採用枠において
延滞率の比重を高め
る
◆　個人信用情報機
関の活用

◆　振替不能者に対する
督促架電
◆　本人・連保人・保証人
への早期化と督促強化
◆　個人信用情報機関の
活用
◆　サービサーへの全面
的回収委託
◆　法的措置の早期化と
強化

◆　サービサーへの回収委託
◆　法的措置の早期化と強化

平成21年度　延滞年数別回収状況及び回収強化策について

主
な
回
収
強
化
策

　　　　◆　一部入金のある者は継続して入金を行うよう返還指導を通じて延滞解消に向かう　　　　　　　　　　　◆　コールセンターの運営
　　　 ◆　住所不明者に対する調査の徹底

２，９１３億円
　９８．７％

１９３億円
　７５．８％

１１億円
　３．８％

３９億円
　１．３％

６２億円
　２４．２％

２８３億円
　９６．２％

  ◆要回収額に占める回収額
　

　    　 要回収額　　：　 ３，９８３億円
　　 　回収額　　 　：　 ３，１８６億円
　　 　回収率　　 　：   ８０．０％

◆　全員に対する法的措
置の実施と必要により償
却

２９億円
　３０．０％

６７億円
　７０．０％

１４億円
　１８．４％

６２億円
　８１．６％

９億円
　１１．６％

６８億円
　８８．４％

６億円
　８．６％

６０億円
　９１．４％

１０億円
　６．１％

１５７億円
９３．９％

３５８億円
　１０．２％

４３９億円
９５．４％

３，１６４億円
　８９．８％

２１億円
　４．６％

無延滞～延滞５年未満 延滞５年以上
(育英会時延滞債権）
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１５
 
平成２０年度の延滞年数別回収状況

20年度
期首状態 無延滞分 延滞1年未満 延滞2年未満 延滞3年未満 延滞4年未満 延滞5年未満

延滞5年以上8年未
満

延滞8年以上

未
回
収
額

回

収

額

２０．３％

７９．７％

◆　リレー口座登録
時期の早期化徹底
◆　住民票提出の義
務化徹底

◆　振替不能者に対する
督促架電
◆　本人・連保人・保証人
への督促強化と早期化
◆　サービサーへの回収
委託
◆　法的措置の早期化と
強化
◆　コンビニ等を利用した
収納方式の導入

◆　サービサーへの回収委託
◆　法的措置の早期化と強化

平成20年度　延滞年数別回収状況及び回収強化策について

主
な
回
収
強
化
策

　　　　◆　一部入金のある者は継続して入金を行うよう返還指導を通じて延滞解消に向かう　　　　　　　　　　　◆　コールセンターの設置・運営
　　　 ◆　住所不明者に対する調査の徹底

２，６０２億円
　９８．７％

１６８億円
　７２．５％

１０億円
　３．８％

３５億円
　１．３％

６４億円
　２７．５％

２５６億円
　９６．２％

  ◆要回収額に占める回収額
　

　    　 要回収額　　：　 ３，５５８億円
　　 　回収額　　 　：　 ２，８３４億円
　　 　回収率　　 　：   ７９．７％

◆　全員に対する法的措
置の実施と必要により償
却

２２億円
　２７．２％

５８億円
　７２．８％

９億円
　１３．３％

６２億円
　８６．７％

７億円
　１１．１％

５５億円
　８８．９％

６億円
　９．１％

５６億円
　９０．９％

１０億円
　６．５％

１３７億円
９３．５％

２７３億円
　８．９％

４５０億円
９４．６％

２，８０８億円
　９１．１％

２５億円
　５．４％

無延滞～延滞４年未満 延滞４年以上
(育英会時延滞債権）



Page.17Japan student services organization

１６
 
平成１９年度の延滞年数別回収状況

19年度
期首状態 無延滞分 延滞1年未満 延滞2年未満 延滞3年未満 延滞4年未満 延滞5年未満

延滞5年以上8年未
満

延滞8年以上

未
回
収
額

回

収

額

２０．８％

７９．２％

◆　リレー口座登録時
期の早期化(20年3月
満期者から)
◆　住民票提出の義
務化(20年3月満期者
から)
◆　返還説明会への
機構職員派遣の拡充

◆　振替不能者に対する
督促架電
◆　本人・連保人・保証人
への督促強化と早期化
◆　法的措置の早期化と
強化
◆　コンビニ等を利用した
収納方式の導入準備

◆　サービサーへの回収委託
◆　法的措置の早期化と強化

平成19年度　延滞年数別回収状況

主
な
回
収
強
化
策

　　　　◆　一部入金のある者は継続して入金を行うよう返還指導を通じて延滞解消に向かう
　　　 ◆　住所不明者に対する調査の徹底

２，３０９億円
　９８．４％

１５１億円
　７１．２％

１０億円
　４．０％

３８億円
　１．６％

６１億円
　２８．８％

２３３億円
　９６．０％

  ◆要回収額に占める回収額
　

　    　 要回収額　　：　 ３，１７５億円
　　 　回収額　　 　：　 ２，５１５億円
　　 　回収率　　 　：   ７９．２％

◆　全員に対する法的措
置の実施と必要により償
却

１４億円
　２１．３％

５２億円
　７８．７％

１０億円
　１６．１％

５１億円
　８３．９％

７億円
　１２．１％

５４億円
　８７．９％

５億円
　８．１％

５１億円
　９１．９％

９億円
　７．０％

１２０億円
９３．０％

２０２億円
　７．５％

４５８億円
９３．７％

２，４８４億円
　９２．５％

３１億円
　７．５％

無延滞～延滞３年未満 延滞３年以上
(育英会時延滞債権）
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１７

 
延滞年数における回収状況〔平成２０・２１年度比較〕

各年度
期首状態 無延滞分 延滞1年未満 延滞2年未満 延滞3年未満 延滞4年未満 延滞5年未満 延滞5年以上8年未満 延滞8年以上

回収委託

法的措置

法的措置

※１　各年度における法的処理における解決件数の｢その他｣とは、破産、死亡、免除等である。

※２　各年度における法的処理における日付は支払督促申立予告書発送日である。

※３　各年度における法的処理における解決件数については、平成22年3月末現在の状況である。

９月支払督促申立予告件数：１５，３９２件

回収委託

平成21年度

･延滞3年以上8年未満の者

･振替不能4回目以降の者

･延滞4月以上3年未満の者

受託件数、金額：２７，４８４件、５，４１１
百万円
⇒回収金額　１，４９６百万円(回収率：
２７.７％）

･延滞8年以上
･延滞1年以上2年未満、延滞３年以上
　４年未満
･第１回予告の未配達者
で過去に一度も入金のない者 及び1年以内に
入金のない者

6月支払督促申立予告件数：１２，７８３
件

支払督促申立予告件数：２８，１７５件　⇒
解決件数（入金：５，７３２件（７８３百万円）、猶予：７４７件、その他：１４４件）

区　　分 委託対象 平成20年度･21年度における回収委託･法的措置の効果

平成20年度

･延滞1年以上2年未満で入金履歴なし等

受託件数、金額：９，０１１件、１，４７２
百万円
⇒回収金額　３５０百万円(回収率：２３.
８％）

･延滞1年以上2年未満
･延滞10年以上
･延滞8年以上
で過去に一度も入金のない者及び1年以内に
入金のない者

4月支払督促申立予告件数：１２，４２９
件

９月支払督促申立予告件数：１４，９０１件
２月支払督促申立予告件数：１，７４５件

支払督促申立予告件数：２９，０７５件　⇒
解決件数（入金：９，６００件（１，４９２百万円）、猶予：７３０件、その他：１７３件）

受託件数、金額：６，３１８件、３４８百万
円
⇒回収金額　７７百万円(回収率：２２.
１％）

受託件数、金額：２３，０４２件、１４，３３０百万円
⇒回収金額　５２７百万円(回収率：３.７％）

未
回
収
額

回

収

額

延滞年数別における回収状況及び対前年度改善率について　  （平成20年度平成2１年度 比較）

311億円の
回収増

　１２．０％
（対前年度改善率）

４億円の延滞増
　▲１１．０％

（対前年度改善率）

２億円の延滞改善
　３．０％

（対前年度改善率）

10億円の延滞増
▲１７．０％

（対前年度改善率）

0.４億円の延滞増
　▲０．７％

（対前年度改善率）

１２億円の延滞増
　▲２２．６％

（対前年度改善率）

４億円の延滞増
▲６．９％

（対前年度改善率）

１９億円の延滞増
　▲１４．０％

（対前年度改善率）

２６億円の延滞増
　▲１０．２％

（対前年度改善率）

25億円の
回収増

　１４．８％
（対前年度改善率）

７億円の
回収増

　３３．８％
（対前年度改善率）

５億円の
回収増

　４８．０％
（対前年度改善率）

２億円の
回収増

　２９．２％
（対前年度改善率）

０.０４億円の
回収増

　０．７％
（対前年度改善率）

1億円の
回収増

　５．５％
（対前年度改善率）

１億円の
回収増

　８．２％
（対前年度改善率）

　　◆ 無延滞分 ～ 延滞2年未満における対前年度回収増額　：　３４４億円

 　　　　※　無延滞から延滞2年未満という比較的延滞が短い返還者については、サービサーへの回収委託及び
             法的措置の強化等といった回収強化策により回収金の増となった。
　
　　　　※　未回収額については、延滞1年未満のみ対前年度回収額の増となっており、早期延滞者に対する
             回収強化策によるものと考えられる。

過
去
の
主
な
回
収
施
策
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１８

 
延滞年数における回収状況〔平成１９・２０年度比較〕

各年度
期首状態 無延滞分 延滞1年未満 延滞2年未満 延滞3年未満 延滞4年未満 延滞5年未満 延滞5年以上8年未満 延滞8年以上

回収委託

法的措置

回収委託

法的措置
９月支払督促申立予告件数：１４，９０１
件
２月支払督促申立予告件数：１，７４５件

※１　各年度における法的処理における解決件数の｢その他｣とは、破産、死亡、免除等である。

※２　各年度における法的処理における日付は支払督促申立予告書発送日である。

※３　各年度における法的処理における解決件数については、平成21年3月末現在の状況である。

平成20年度

平成19年度･20年度における回収委託･法的措置の効果

･延滞1年以上2年未満で入金履歴なし等

・延滞2年以上8年未満で過去に一度も入金のなかっ
た者及び過去1年以内に入金のない者。

･延滞1年以上2年未満で入金履歴なし等

･延滞1年以上2年未満
･延滞10年以上
･延滞8年以上
で過去に一度も入金のない者及び1年以内に入
金のない者

区　　分 委託対象

平成19年度

受託件数、金額：９，０１１件、１，４７２百万円
⇒回収金額　３５０百万円(回収率：２３.８％）

4月支払督促申立予告件数：１２，４２９件
支払督促申立予告件数：２９，０７５件　⇒
解決件数（入金：９，６００件（１，４９２百万円）、猶予：７３０件、その他：１７３件）

受託件数、金額：８，２３１件、１，３８２百万円⇒
回収金額　２２２百万円(回収率：１６.１％）

支払督促申立予告件数：３５，１６５件　⇒　解決件数（入金：１４，８３１件（３，２５０百万円）、猶予：９４１件、その他：２４３件）

未
回
収
額

回

収

額

延滞年数別における回収状況及び対前年度改善率について　  （平成19年度平成20年度 比較）

過
去
の
主
な
回
収
施
策

２９３億円の
回収増

　１２．７％
（対前年度改善率）

３億円の延滞改善
　８．９％

（対前年度改善率）

３億円の延滞増
　▲４．８％

（対前年度改善率）

６億円の延滞増
▲１０．９％

（対前年度改善率）

１１億円の延滞増
　▲２１．７％

（対前年度改善率）

１億円の延滞増
　▲１．８％

（対前年度改善率）

５億円の延滞増
▲８．８％

（対前年度改善率）

１７億円の延滞増
　▲１４．４％

（対前年度改善率）

２４億円の延滞増
　▲１０．２％

（対前年度改善率）

１８億円の
回収増

　１１．７％
（対前年度改善率）

８億円の
回収増

　５３．4％
（対前年度改善率）

０.３億円の
回収減

　▲２．７％
（対前年度改善率）

１億円の
回収減

　▲７．８％
（対前年度改善率）

1億円の
回収増

　２４．１％
（対前年度改善率）

1億円の
回収増

　６．２％
（対前年度改善率）

１億円の
回収増

　６．５％
（対前年度改善率）

　　◆ 無延滞分 ～ 延滞2年未満における対前年度回収増額　：　３１８億円

 　　　　※　無延滞から延滞2年未満という比較的延滞が短い返還者については、サービサーへの回収委託及び法的措置の強化等といった回収強化策
             により回収金の増となった。
　
　　　　※　未回収額については、無延滞分のみ対前年度回収額の増となっており、早期延滞者に対する回収強化策によるものと考えられる。
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１９

 
延滞年数別回収額及び回収率〔平成１９・２０・２１年度比較〕
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14 22 10 9 6 6 9 10 10 10 10 11
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平成20年度

　　　　　　　　　
平成21年度

　　　　　　　　　
平成19年度

　　　　　　　　　
平成20年度

　　　　　　　　　
平成21年度

　　　　　　　　　
平成19年度

　　　　　　　　　
平成20年度
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無延滞分 延滞1年未満 延滞2年未満 延滞3年未満 延滞4年未満 延滞5年未満 延滞5年以上8年未満 延滞8年以上
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２０

 
延滞額(高校分を除く)の推計（中期計画目標

 

前年比１５％以上削減）

88 88 86 82 78 75 72
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平成19年度末の3月以上延滞額の推移（高校分を除く）

億円

（参考） 本人・連帯保証人等が自己破産や無資力等により返還能力がないと判断される場合には、「貸倒引当金」を財源として償却を行う。

　

◆平成21年度以降の抜本的回収強化策

　
　

　

  返還者から一部入金がある者

   延滞3ヶ月以上1年未満

  延滞1年以上8年未満

  延滞8年以上

  住所不明

継続して入金を行なうよう対象者への返還指導

サービサーへの全面的回収委託（延滞4ヶ月以上～9ヶ月未満）と
法的措置の早期化

　 全員に対する法的措置の実施と必要により償却

役場等への住所調査の強化、請求等の督促の実施

　対前年度改善率(計画)

サービサーの活用推進と法的措置の強化

458億円

399億円

336億円

272億円

221億円

177億円

136億円

⇒ 130（実績）

⇒ 22（実績）

⇒4
（実績）

⇒ 102（実績）

⇒ 80（実績）

⇒ 338億円（実績）

⇒ 380億円
 （実績）

⇒ 151（実績）

⇒ 24（実績）

⇒ 6（実績）

⇒ 115（実績）

⇒ 84（実績）
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２１

 
３月以上延滞債権額の推計（平成１９～２５年度）

2 ,2 5 3

1 , 2 2 4

9 7 4

7 6 5

5 4 0

3 7 0 3 2 4 2 9 0 2 7 1 2 6 0

4 1 1 3 6 0 3 2 3 3 0 2

9 9 6

4 6 1
4 0 4

3 6 2

1 ,133

527
462

1 ,2 66

591

1 ,415
1 , 5 2 9

1 ,7 61

624
7 29

6.5%

6 .8%
6 .7% 6.7%

6.8%

4 .3%

2 0 年 度 末 実 績

6.6%

7.0%

4 .2%

4.7%

4 .4%
4.5%

4.2% 4.3%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

19年度末 20年度末 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 25年度末
3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%既存の延滞債権額 20年度末発生分

21年度末発生分 22年度末発生分

23年度末発生分 24年度末発生分

25年度末発生分 要回収額に占める3月以上延滞債権の割合

総貸付金残高に占める3ヶ月以上延滞債権の割合

当 初 計 画

1,918

当 初 計 画

810

当 初 計 画

1,568

△ 1 6 4

2

中期計画期間における3月以上の総延滞債権額の推移

総延滞債権額
2,253億円

2,956億円 3,218億円 3,932億円

億円

3,555億円

△ 1 5 7

△ 1 8 6

▲

当 初 計 画

7.7%

1 .1%

当 初 計 画

7.3%

▲

0.8%

△ 4 0

当初計画と実績値の差

　　○総延滞債権額の増減要因

　　　　　①  平成19年度末での3月以上の延滞債権については、サービサーの活用や法的措置の強化等の回収強化策により、23年度末までに半減を目指す。
     　   ②  平成22年度以降、新たに発生する3月以上の延滞債権については、個人信用情報機関の活用等により発生を抑制するとともに、機構における回収強化策により、
　　　　　　　延滞の解消を目指す。
　　 　  ③   しかしながら、事業規模の拡充により、新たに発生する延滞債権額は増加している。
　　   　④  法的措置等を行っても、回収の見込めない債権（本人・連帯保証人等が自己破産や無資力等により返還能力がないと判断される場合）については、
               償却を行う。

2,386億円 2,629億円
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【参考1】
 

延滞額の推計（見込み）

143 143 140 134 128 122 117

192
155

117
82

66 61 56

16

40

38

36

35
33

31
29

250

212

173

132

87

42
12

9
7

6
6

20

18 .4 %
17 .8 % 18 .2 %

21 .0 %

15 .3 %

12 .5 %

0

100

200

300

400

500

600

700

19年度末 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度
0%

10%

20%

30%
645億円

565億円

391億円
321億円

263億円

208億円

日本学生支援機構における回収強化の取り組みによる延滞解消額における内訳の推移

478億円

億円

（参考） 本人・連帯保証人等が自己破産や無資力等により返還能力がないと判断される場合には、「貸倒引当金」を財源として償却を行う。

　

/◆平成21年度以降の抜本的回収強化策

　
　

　

  返還者から一部入金がある者

   延滞3ヶ月以上1年未満

  延滞1年以上8年未満

  延滞8年以上

  住所不明

継続して入金を行なうよう対象者への返還指導

サービサーへの全面的回収委託（延滞4ヶ月以上～9ヶ月未満）と
法的措置の早期化

　 全員に対する法的措置の実施と必要により償却

役場等への住所調査の強化、請求等の督促の実施

　対前年度改善率(計画)

サービサーの活用推進と法的措置の強化

⇒ 492億円（実績）

⇒ 173（実績）

⇒ 34（実績）

⇒ 4
 （実績）

⇒ 148（実績）

⇒ 132（実績）

⇒ 548億円
 （実績）

⇒ 36（実績）

⇒ 7（実績）

⇒ 201（実績）

⇒ 166（実績）

⇒ 137（実績）
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【参考2】延滞額(高校・専修学校分を除く)の推計

 （中期計画目標

 

前年比１５％以上削減）

84 84 82 79 75 72 69

114
92

70
49

39 36 33

12

23

23

22

21
19 18 17

174

148

121

92

61

309

7
5 5 5

15

23 .4 %

19 .7 %

18 .6 %
18 .7 %

15 .5 %

12 .6 %

0

100

200

300

400

500

19年度末 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度
0%

10%

20%

30%

平成19年度末の３ヶ月以上延滞額の推移（高校・専修学校分を除く）

億円

（参考） 本人・連帯保証人等が自己破産や無資力等により返還能力がないと判断される場合には、「貸倒引当金」を財源として償却を行う。

　

◆平成21年度以降の抜本的回収強化策

　
　

　

  返還者から一部入金がある者

   延滞3ヶ月以上1年未満

  延滞1年以上8年未満

  延滞8年以上

  住所不明

継続して入金を行なうよう対象者への返還指導

サービサーへの全面的回収委託（延滞4ヶ月以上～9ヶ月未満）と
法的措置の早期化

　 全員に対する法的措置の実施と必要により償却

役場等への住所調査の強化、請求等の督促の実施

　サービサーの活用推進と法的措置の強化

411億円

359億円

303億円

247億円

201億円

161億円

124億円

⇒ 305億円
  （実績）

⇒ 120（実績）

⇒ 19（実績）
⇒ 3
（実績）

⇒ 85（実績）

⇒ 77（実績）

⇒ 342億円
  （実績）

⇒ 139（実績）

⇒ 21（実績）

⇒ 5（実績）

⇒ 96（実績）

⇒ 80（実績）

対前年度改善率(計画)
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【参考3】
 

繰上額を考慮した返還状況の推移について1

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

億円

80

80.5

81

81.5

82

82.5

83

83.5

84

84.5

85

％

要返還額 返還額

回収率

返 還 状 況 の 推 移 に つ い て　（ケース１）

繰上額

【各年度末における実績に、当該年度までの繰上返還額を各年度分に分解して加算】

367億円

407億円

443億円

407億円

443億円

488億円

488億円

537億円

537億円

367億円

2,013億円

2,575億円
2,855億円

2,240億円

3,175億円

2,515億円

3,558億円

2,834億円

3,983億円

3,186億円

2,943億円

3,261億円

3,618億円

4,046億円

4,520億円

2,381億円

2,647億円

2,958億円

3,323億円

3,723億円

82 .1％

81 .7％
81 .2％

80 .9％

82 .4％
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【参考4】
 

繰上額を考慮した返還状況の推移について２

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

億円

82

82.5

83

83.5

84

84.5

85

％

要返還額 返還額

回収率

返 還 状 況 の 推 移 に つ い て　（ケース２）

繰上額

【 各年度末における実績に、当該年度における繰上額を加算】

635億円

644億円

692億円

644億円

692億円

733億円

733億円

823億円

823億円

635億円

2,013億円
2,575億円

2,855億円
2,240億円 3,175億円

2,515億円

3,558億円

2,834億円

3,983億円

3,186億円

3,210億円
3,498億円

3,867億円

4,290億円

4,807億円

2,648億円
2,884億円

3,206億円

3,567億円

4,010億円

83 .1％

82 .9％

82 .4％
82 .5％

83.4％
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